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１．理念については、日本年金機構法第２条を援用する。 

２．運営方針については、基本計画（閣議決定）をベースとし、業務処理の

方針として盛り込むべき最小限の内容を追加した。 

３．人事方針については、基本計画（閣議決定）をベースとし、人事制度の

アウトラインとして盛り込むべき最小限の内容を追加した。 

  （各事項中※が追加事項である。） 
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理  念 

 

政府管掌年金が国民の共同連帯の理念に基づき国民の信頼を基礎として

常に安定的に実施されるべきものであることにかんがみ、政府管掌年金事

業に対する国民の意見を反映しつつ、提供するサービスの質の向上を図る

とともに、業務運営の効率化並びに業務運営における公正性及び透明性の

確保に努める。 
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運 営 方 針(案) 

１．組織ガバナンスの確立 

（１）お客様である国民の信頼を得られる組織の実現を目指し、組織改革・意識改革・業務改革を断行する。 

（２）理事長の強いリーダーシップの下、職員一人ひとりが意欲と使命感をもって自ら変わる、自ら機構を

つくり上げていくという意識で改革に取り組み、組織改革を断行する。 

（３）組織内の対話とコミュニケーションを通じて、目標の共有化を図るとともに、働きやすい職場環境作

り、風通しの良い組織作りを進める。 

※ 

（４）リスクの未然防止に重点を置いた厳格な内部統制の仕組みを構築する。 

（５）理事長に直結した内部監査部門による効果的な内部監査を通じて、機構自らがＰＤＣＡサイクルの中

で不断の改善努力を行うとともに、外部監査の活用を図ることにより、内部統制の有効性を検証するた

めの体制を整備する。 

（６）職員に対しコンプライアンス意識を徹底するとともに、コンプライアンス・リスク管理担当部門や外

部通報窓口の設置などの体制を整備する。 

（７）システム開発・管理・運用に係る権限と責任の明確化、ＣＩＯ（システム担当理事）やＰＪＭＯ（本

部のシステム部門）の設置、システム人材の確保・育成などにより、ＩＴガバナンスの構築を含むＩＴ

体制を確立する。 

（８）過去の不適切な労使関係が国民の信頼を大きく損なってきたことへの十分な反省の上に立ち、国民本

位の立場に立った健全な労使関係を確立する。 



２．新たな人事方針の確立 

「三層構造問題」を一掃し、組織の一体感を醸成するとともに能力・成果の適正な評価、計画的な人

材育成等を実行するための人事方針を確立し、別途定める。 

 

３．親切・迅速・正確で効率的なサービスの提供 

（１）職員全員が年金記録管理や個人情報管理の重要性を再認識するとともに、お客様である国民の信任を

受けて年金記録を正確に管理し、正しく年金をお支払いするという使命感と責任感をもって業務にあた

る。 

※ 

（２）お客様に対する十分な説明、信頼される対応を旨とし、お客様の立場に立った懇切丁寧なサービスの

提供を行う。 

※ 

（３）適用・徴収・給付等の各業務について、法令や業務処理マニュアルに従った迅速・適正な処理を推進

する。 

※ 

（４）現行業務についての徹底した見直しを行い合理化・効率化を図るとともに、できる限りの標準化を進

める。 

（５）業務効率化やコスト削減、国民サービスの向上に資するため、積極的に業務の外部委託を進めるとと

もに、委託業務の品質の維持・向上のために委託者としての管理責任を果たす。 

（６）契約の競争性・透明性の確保を図るとともに、公正な契約を担保するための厳格なチェックを実行す

る。 

４．国民の意見の反映等 

（１）広報については、分かりやすく親切な情報提供を効果的に行うとともに、機構の業務目標や成果など
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について、年次報告書等により情報公開に向けた取組をより一層充実する。 

（２）国民のニーズを的確に把握し、業務運営に反映する。このための仕組みとして、充実した機能を有す

る運営評議会を設置する。 

（３）被保険者、事業主、受給者、地方公共団体等の協力の下に、事業を適正に運営するとともに、年金事

業に対する国民一般の理解を高めるよう努力する。 

※ 
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人 事 方 針（案）

１．一体的な組織作りを行うための人事管理ルールの構築 

（１）地方組織も含め、正規職員の採用や幹部職員人事は本部で一括して行う。 

（２）「総合職」、「一般職」、「地域限定職」といった区分は設けず、すべての正規職員について全国異動を

行い、管理業務と現場業務の経験を通じて幹部育成を行うことを基本的なキャリアパターンとする。（子

育て等に対しては、転居を伴う異動に関し配慮を行う。） 

（３）ＩＴ関係の専門人材については、キャリアパターンや資格手当等での十分な配慮を行い、育成・確保

に努める。 

（４）年金事務所長については、幹部候補が早い時期に経験するポストとして位置づけ、若手、中堅からの

選抜登用や機構設立時における外部からの人材登用を積極的に行う。 

（５）厚生労働省から役員や上級幹部を登用する場合には、機構での一定年数の業務経験を有することや、

いわゆる「ノーリターンルール」を適用することを基本とし、登用するポストも「指定席」としない。 

   また、厚生労働省からの若手職員受け入れについては、年金事務所への出向を中心とするなど実務経

験を重視した交流のあり方を検討する。 

 

２．能力・成果の適正な評価と人材育成 

（１）年功序列を排した能力・実績本位の人材登用や給与体系の確立、人事評価制度に基づく賞与制度や昇

給の査定幅の拡大など、成果を挙げた職員を適正に処遇し、職員のモチベーションを向上させる。 

（２）年金事務所長など管理職への登用に当たっては、登用のための資格試験あるいは資格審査を実施する。 
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（３）人事評価制度については、環境の変化などを踏まえながら、不断に必要な見直しを行う。また、その

結果を人材育成にも活用する。 

（４）社会保険労務士資格の取得促進、内部統制のノウハウやＩＴスキルの向上などの研修体制の充実を図

るなど、職員の専門性を高めるための積極的かつ継続的な取り組みを行う。 

 

３．厳正な規律の保持 

   職員行動規範の作成、継続的な研修の実施などを通じコンプライアンス意識の徹底を図るとともに、法

令違反や機構の職員たるにふさわしくない行動があった場合には、制裁規程に基づいて厳正な処分を行う。 

※ 

 

４．中途採用の活用と再雇用制度の導入 

（１）新規学卒者（大学卒を基本とする。）の定期採用を毎年４月に実施するほか、必要の都度、中途採用

を行う。 

※ 

（２）民間企業経験者の中途採用や民間との人事交流を積極的に行い、組織ガバナンスやＩＴガバナンスの

強化、内部監査業務の強化、企業会計への対応などの分野の中核として、外部からの人材を活用する。 

（３）定年は６０歳とし、最長６５歳までの再雇用制度を導入する。 ※

 

５．適切な雇用形態の組み合わせ 

（１）機構をとりまく様々な環境変化に適切かつ柔軟に対応できるよう、様々なタイプの有期雇用職員を活

用するなど、適切な雇用形態を組み合わせていく。 

（２）有期雇用職員については、更新回数の上限を適切に定めるとともに、優秀な職員についての正規職員

登用制度を設ける。 

※
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（参考資料） 

日本年金機構職員行動規範（検討のタタキ台） 

 

職員行動規範については、日本年金機構の発足に向け、採用内定者の参画も得ながら今後作成作業 

を進めることとしているが、検討のタタキ台として、以下のような案が考えられる。 

 

【お客様第一】 

１．私たちは、全ての国民の皆様をお客様とし、お客様第一の精神で取り組みます。 

【国民へのサービス向上】 

２．私たちは、お客様の立場に立った懇切丁寧なサービスに努めます。 

【安心と信頼】 

３．私たちは、年金制度がお客様の信頼があってこそ成り立つことを認識し、安心と信頼をしていただける業務運営を

致します。 

【公平・公正】 

４．私たちは、お客様の老後を支えとなる年金制度をお預かりする者として、常に公平・公正な業務運営に努めます。 

【使命感・責任感】 

５．私たちは、お客様の信任を受けて年金記録を正確に管理し、正しく年金をお支払いするという使命感と責任感をも

って業務にあたります。 

【法令遵守・個人情報保護・公務員倫理】 

６．私たちは、法令遵守・個人情報保護を徹底し、高い倫理観を持って行動します。 

【業務運営の効率化】 

７．私たちは、お客様からお預かりした大切な保険料と税金により年金制度の運営を行うことから、常に業務運営の効

率化やコスト意識を持ち、業務の外部委託を推進するとともに、委託業務の品質の維持・向上に努めます。 

【業務執行ルールの厳守】 

８．私たちは、日常業務の遂行に当たって、業務執行ルールを厳守し、常に適切・円滑な業務執行に努めます。 
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〔 参 考 〕 

 

○ 日本年金機構法（抜粋） 
 

（基本理念等） 

第二条 日本年金機構は、その業務運営に当たり、政府管掌年金が国民の共同連帯の理念に基づき国民の信頼を基

礎として常に安定的に実施されるべきものであることにかんがみ、政府管掌年金事業に対する国民の意見を反映

しつつ、提供するサービスの質の向上を図るとともに、業務運営の効率化並びに業務運営における公正性及び透

明性の確保に努めなければならない。

 

 

○ 日本年金機構の当面の業務運営に関する基本計画（抜粋）〔平成２０年７月２９日 閣議決定〕 
 

Ⅱ 機構の組織体制  

  

１．組織づくりの理念 

 ・ 機構法第２条においては、機構の基本理念として、国民の信頼確保、国民の意見の反映、サービスの質の向

上、業務運営の効率化、公正性及び透明性の確保が掲げられており、これらを組織づくりの基本的な視点とす

る。とりわけ、業務が正確に遂行されることが、国民にとって最大の関心事であり、これを重視する。 

 

 


